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議案第１１７号資料

令 和 ５ 年 度

補　正　予　算　資　料

あ き る 野 市 一 般 会 計 補 正 予 算

東京都あきる野市





１　会計別予算規模

（単位：千円）

補正前の額 補正額 補正後の額 当初予算額（参考）

35,096,728 697,324 35,794,052 33,106,500

国 民 健 康 保 険 特 別 会 計 8,704,490 0 8,704,490 8,576,727

後 期 高 齢 者 医 療 特 別 会 計 2,504,551 0 2,504,551 2,468,253

介 護 保 険 特 別 会 計 7,520,321 0 7,520,321 7,288,023

戸 倉 財 産 区 特 別 会 計 3,400 0 3,400 3,400

テレビ共同受信事業特別会計 41,470 0 41,470 41,470

秋多都市計画事業武蔵引田駅
北口土地区画整理事業特別会計

1,197,161 0 1,197,161 1,171,788

小　　　計 19,971,393 0 19,971,393 19,549,661

下 水 道 事 業 会 計 4,201,290 0 4,201,290 4,217,478

小　　　計 4,201,290 0 4,201,290 4,217,478

59,269,411 697,324 59,966,735 56,873,639

※下水道事業会計の予算規模は、支出予算の総額を表記している。
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２　一般会計補正予算の状況 　　　　　

（単位：千円）

1 市 税 11,397,497 0 11,397,497 11,397,497

2 地 方 譲 与 税 184,862 0 184,862 184,862

3 利 子 割 交 付 金 17,312 0 17,312 17,312

4 配 当 割 交 付 金 89,138 0 89,138 89,138

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 86,791 0 86,791 86,791

6 法 人 事 業 税 交 付 金 199,692 0 199,692 199,692

7 地 方 消 費 税 交 付 金 2,015,782 0 2,015,782 2,015,782

8 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 62,475 0 62,475 62,475

9 環 境 性 能 割 交 付 金 48,808 0 48,808 48,808

10 地 方 特 例 交 付 金 86,648 0 86,648 88,206

11 地 方 交 付 税 4,794,509 0 4,794,509 4,550,643

12 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 11,562 0 11,562 11,562

13 分 担 金 及 び 負 担 金 139,098 0 139,098 157,853

14 使 用 料 及 び 手 数 料 458,488 0 458,488 458,228

15 国 庫 支 出 金 6,017,410 692,447 6,709,857 5,424,837

16 都 支 出 金 6,028,310 0 6,028,310 5,792,792

17 財 産 収 入 128,225 0 128,225 128,225

18 寄 附 金 30,040 0 30,040 27,600

19 繰 入 金 369,843 4,356 374,199 442,691

20 繰 越 金 1,231,093 0 1,231,093 300,000

21 諸 収 入 720,502 521 721,023 704,529

22 市 債 978,643 0 978,643 916,977

35,096,728 697,324 35,794,052 33,106,500

（１）歳入

合　　　計

区　　　分 補正前の額 補正額 補正後の額 当初予算額（参考）
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（２）歳出
（単位：千円）

1 議 会 費 284,284 1,078 285,362 287,277

2 総 務 費 3,471,326 3,278 3,474,604 2,924,267

3 民 生 費 16,418,415 675,592 17,094,007 15,543,326

4 衛 生 費 3,902,817 5,356 3,908,173 3,756,803

5 労 働 費 1 0 1 1

6 農 林 水 産 業 費 415,256 12,020 427,276 425,456

7 商 工 費 637,890 0 637,890 487,673

8 土 木 費 2,828,815 0 2,828,815 2,664,417

9 消 防 費 1,221,376 0 1,221,376 1,207,007

10 教 育 費 3,556,513 0 3,556,513 3,447,144

11 災 害 復 旧 費 122,838 0 122,838 122,838

12 公 債 費 2,207,197 0 2,207,197 2,210,291

13 予 備 費 30,000 0 30,000 30,000

35,096,728 697,324 35,794,052 33,106,500合　　　計

区　　　分 補正前の額 補正額 補正後の額 当初予算額（参考）
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３　一般会計補正予算の概要（事業別）
（単位：千円）

12

17

01
03
10
11
12
18

18

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

01 01 01 01 議会運営経費 議会事務局

区　分 事業費 国庫支出金 都支出金 地方債 その他 一般財源

補正前額 218,254 327 217,927

補 正 額 1,078 1,078

補正後額 219,332 0 0 0 327 219,005

〔補正概要〕 補正額の節別内訳

節の区分 金　額

委託料 1,078

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

02 01 01 09 福利厚生事業経費 職員課

区　分 事業費 国庫支出金 都支出金 地方債 その他 一般財源

補正前額 4,224 4,224

補 正 額 3,278 3,278

補正後額 7,502 0 0 0 0 7,502

〔補正概要〕 補正額の節別内訳

節の区分 金　額

備品購入費 3,278

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

03 01 01 24 エネルギー・食料品価格等高騰支援給付金給付事業経費 生活福祉課

区　分 事業費 国庫支出金 都支出金 地方債 その他 一般財源

補正前額 302,722 302,722 0

補 正 額 652,266 652,266 0

補正後額 954,988 954,988 0 0 0 0

〔補正概要〕 補正額の節別内訳

節の区分 金　額

報酬 60
職員手当等 735
需用費 243
役務費 2,265
委託料 11,333
負担金補助 637,630
及び交付金

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

03 01 02 30 障害福祉サービス等事業所燃料等価格高騰対策事業経費 障がい者支援課

区　分 事業費 国庫支出金 都支出金 地方債 その他 一般財源

補正前額 16,521 16,521 0

補 正 額 9,750 9,750 0

補正後額 26,271 26,271 0 0 0 0

〔補正概要〕 補正額の節別内訳

節の区分 金　額

負担金補助 9,750
及び交付金

科　目

　令和5年11月17日に市長に対する不信任決議の取消請求控訴事件の判決が確定し
たことに伴い、委任契約書に基づき報酬金を支払うため、弁護士委託料を計上す
る。

科　目

科　目

科　目

　令和6年度の人員配置予定や経年劣化等の状況を踏まえた精査の結果、職員用の
事務机及び椅子並びにキャビネットが不足する見込みとなった。年度当初までに
準備する必要があるため、備品購入費を追加する。

・机：12台、椅子：21脚、キャビネット：5台

　国の「物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金」を活用し、エネルギーや食
料品等の価格高騰の影響を受ける低所得世帯に対する1世帯当たり7万円の給付を
行うため、必要な経費を計上する。

〔対象世帯〕
  住民税非課税世帯…8,589世帯
  課税被扶養世帯…500世帯
  家計急変世帯…20世帯

　エネルギー価格及び物価高騰の影響を受ける障害福祉サービス等事業所の負担
軽減を図るため、給付金を追加する。

〔対象数〕90施設・事業所
〔支給額〕入所施設50万円、居住・通所系サービス事業所10万円、
　　　　　訪問・相談系等サービス事業所5万円
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（単位：千円）

18

13

17

11
18

11
18

及び交付金

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

03 01 04 66 介護事業所等燃料等価格高騰対策支援事業経費 高齢者支援課

区　分 事業費 国庫支出金 都支出金 地方債 その他 一般財源

補正前額 26,126 26,126 0

補 正 額 13,055 13,055 0

補正後額 39,181 39,181 0 0 0 0

〔補正概要〕 補正額の節別内訳

節の区分 金　額

負担金補助 13,055
及び交付金

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

03 02 05 01 市立保育所運営事業経費 保育課

区　分 事業費 国庫支出金 都支出金 地方債 その他 一般財源

補正前額 90,114 5,491 3,219 81,404

補 正 額 521 521 0

補正後額 90,635 0 5,491 0 3,740 81,404

〔補正概要〕 補正額の節別内訳

節の区分 金　額

使用料及び 49
賃借料
備品購入費 472

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

04 01 01 32 医療機関物価高騰緊急対策支援事業経費 健康課

区　分 事業費 国庫支出金 都支出金 地方債 その他 一般財源

補正前額 11,103 11,103 0

補 正 額 5,356 5,356 0

補正後額 16,459 16,459 0 0 0 0

〔補正概要〕 補正額の節別内訳

節の区分 金　額

役務費 56
負担金補助 5,300
及び交付金

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

06 01 03 01 農業振興に要する経費 農林課

区　分 事業費 国庫支出金 都支出金 地方債 その他 一般財源

補正前額 2,274 2,274

補 正 額 10,015 10,015 0

補正後額 12,289 10,015 0 0 0 2,274

〔補正概要〕 補正額の節別内訳

節の区分 金　額

役務費 15
負担金補助 10,000

科　目

科　目

　登園状況を正確に把握することにより送迎車への園児の置き去り防止を図ると
ともに、保護者への一斉連絡等に係る職員の負担軽減、出欠席連絡等における保
護者の負担軽減を図るため、市立保育所3園に登園管理システムを導入するに当た
り、必要な経費を計上する。

科　目

科　目

　エネルギー価格及び物価高騰の影響を受ける農業者等に対し、肥料・飼料・燃
料等に係る費用の負担軽減を図るため、支援金を給付する。

〔対象者〕農業者50人、畜産業者7人
〔交付額〕上限20万円（畜産業者については上限50万円）

　エネルギー価格及び物価高騰の影響を受ける介護事業所等の負担軽減を図るた
め、給付金を追加する。

 〔対象数〕108施設・事業所
 〔支給額〕入所施設（特養、老健、養護老人ホーム）50万円
　　　　 　入所施設（地域密着型特養ホーム）30万円
　　　　　 特定施設・通所介護（都指定）、短期入所生活介護15万円
　　　　　 通所・訪問リハビリ、認知症グループホーム、
　　　　　 小規模多機能型居宅介護7万5千円
　　　　   訪問看護、地域密着・認知症対応型通所介護、
　　　　　 総合事業通所型サービス2万5千円
　　 　　  その他事業所1万5千円

　物価高騰における医療機関等の経済的負担の軽減を図るとともに、安定的な事
業の継続のための支援金を追加する。

〔対象数〕128医療機関
〔支援額〕病院15万円
　　　　　診療所・歯科医院5万円
          薬局・柔道整復2万5千円
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（単位：千円）

11
18

及び交付金

款 項 目 事業 事　業　名 主　管　課

06 02 02 04 林業振興一般経費 農林課

区　分 事業費 国庫支出金 都支出金 地方債 その他 一般財源

補正前額 2,546 2,546

補 正 額 2,005 2,005 0

補正後額 4,551 2,005 0 0 0 2,546

〔補正概要〕 補正額の節別内訳

節の区分 金　額

役務費 5
負担金補助 2,000

科　目

　エネルギー価格及び物価高騰の影響を受ける林業者等に対し、燃料等に係る費
用の負担軽減を図るため、支援金を給付する。

〔対象者数〕10人
〔交付額〕上限20万円
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